
◎仲裁法 
（平成一五年八月一日法律第一三八号）   

一、提案理由（平成一五年五月二三日・衆議院法務委員会） 

○森山国務大臣 仲裁法案について、その趣旨を御説明いたします。 

 我が国においては、社会の複雑化、多様化、国際化等が一層進展する中で、社会も事

前規制型から事後監視型に移行しつつあり、裁判外の紛争解決手段についても、その拡

充、活性化が求められております。このうち仲裁につきましては、公示催告手続及ビ仲

裁手続ニ関スル法律にその手続が定められておりますが、この法律は、明治二十三年に

制定された大変に古い法律であり、現代の社会経済の状況に適合していない部分が多く

なり、かねて仲裁法制の抜本的な改革が望まれてまいりました。 

 この法律案は、このような状況にかんがみ、仲裁手続の改善を図り、利用しやすく実

効的な仲裁制度を構築する見地から、仲裁合意の要件、仲裁手続、仲裁判断の取り消し

及び執行を許可する裁判その他基本となる事項について、必要な諸事項の整備を図り、

国際的な標準にも合った規律とすることを目的とするものであります。 

 以下、法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、紛争を仲裁によって解決する旨の仲裁合意につきましては、合意内容の明確

化等の観点から、国際的趨勢に合わせて書面によってすべきものとするとともに、昨今

の通信手段の発達を踏まえ、電子メール等を利用して仲裁合意を締結することも認める

こととしております。 

 第二に、仲裁人の選定手続や仲裁人の仲裁を行う権限について、これらをめぐって仲

裁手続が停滞するのを抑止するため所要の規定を設け、仲裁手続が円滑に進むよう配慮

しております。仲裁手続につきましても、当事者が自主的にルールを定めることを基本

としつつ、当事者間に合意が成立しない場合に適用される標準的な手続について、その

開始から終了に至るまで、国際的な標準にのっとった内容の規定を置いております。 

 第三に、仲裁判断につきましては、仲裁判断書の記載事項を定める等所要の規定を設

けるとともに、仲裁判断の取り消し事由並びに承認及び執行の拒絶事由に関し、国際的

な標準に沿って整備を図ることとしております。あわせて、仲裁判断の取り消し及び執

行の許可を求める裁判の手続について、現行法では厳格な判決手続によるとされており

ますが、迅速で機動的な対応を可能にするため、これを決定手続に変更することとして

おります。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一五年六月三日） 

○山本有二君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、早期紛争解決の手段として、仲裁法制の抜本的な改革が望まれている状況に



かんがみ、実効的な仲裁制度を構築する見地から、仲裁合意の要件、仲裁手続、仲裁判

断の取り消し及び執行を許可する裁判その他基本となる事項について、必要な諸事項の

整備を図り、国際的な標準にも合った規律にしようとするものであります。 

 本案は、去る十三日本委員会に付託され、二十三日森山法務大臣から提案理由の説明

を聴取し、二十七日から質疑に入り、三十日これを終局し、討論、採決を行った結果、

賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院法務委員長報告（平成一五年七月二五日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

 次に、仲裁法案は、仲裁をより利用しやすく実効的な制度とする見地から、仲裁地が

日本国内にある仲裁手続及び仲裁手続に関して裁判所が行う手続について、国際的な標

準にのっとって定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、私的紛争処理における仲裁制度の位置付け、消費者仲裁及び

労働仲裁の特例措置と今後の取扱い、仲裁制度活性化のための取組等について質疑が行

われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の井上理事より、本法律案に反

対の意見が述べられました。 

 続いて、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年七月二四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 仲裁制度が裁判外紛争解決手段として幅広く利用されるよう、その意義、内容等に

ついて、事業者及び一般国民に十分周知するとともに、仲裁機関等へのアクセスの向

上及び仲裁人の確保等体制の整備を図ること。 

二 仲裁制度が国際的な民商事紛争への解決に資するよう、今後の国際的動向等を踏ま

えて必要に応じて所要の見直しを行うとともに、仲裁機関の充実や国際的・専門的知

見を備えた仲裁人の育成等に努めること。 

三 多様なＡＤＲの育成・充実を図るため、仲裁制度を含む総合的なＡＤＲの利用促進

及び裁判手続との連携強化等を内容とする基本法の整備等を含めた施策について、早

急に策定すること。 

四 消費者仲裁においては、情報・交渉力等に格差がある中で消費者に不利な仲裁合意

がなされることがないよう、関係法令を含めて適切な措置を講ずるとともに、仲裁廷



による消費者への仲裁制度、解除その他の重要事項の説明に当たっては、消費者の十

分な理解を得ることが必要であることを仲裁機関に周知徹底すること。 

五 個別労働関係紛争を対象とする労働仲裁においては、労働者の権利保護の視点から

関係法令を含めて所要の整備、見直しを行うこと。 

 右決議する。 


